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Aは，Y社の取締役であった者であり，平成 6年に Bが Y社の代表取締役
を退任し，Cが後任の代表取締役となったころ，Cの後継者であると周囲から
目されていたが，平成 20 年 12 月 20 日に死亡した。そのため，Aの相続人で













－286 （     ）－
の合意を行っている（以下「本件株式譲渡合意」とする）。ちなみに Aは，本










保有の Y社株式 2万 8200 株を相続したものと主張して，Y社に対し，株主権
の確認，株主名簿の名義書換を求めたほか，Xへの通知を欠いたとして，平成
23年 6月 17日及び平成 24年 6月 26日各開催の株主総会の決議取消を求めた。







































の対価として額面金額（合計 1410 万円）を支払う旨たびたび Xらに対し述べ
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の株主において，額面金額での買い取りが行われており，平成 12 年以降の 13


























式譲渡合意が C 及びその子 Dによる Aの排斥及び Y社支配の手段としてなさ
れたものであるとする種々の補充主張を行ったが，裁判所は，「いずれも採用
できない。」とし，本件株式譲渡合意が Cらによる Aの排斥及び Y社支配の
手段としてなされたものではなく，公序良俗に反するものではないとした。
（4）自己株式取得要件の瑕疵について
本件株式譲渡合意が自己株式取得に関する旧商法（平成 17 年法律第 87 号に
よる改正前商法）上の要件を欠くため無効である，との Xらによる主張に対
して，裁判所は，原審判決を引用し，「実際に Aの株式が Y社に移転したのは
Aが死亡した平成 20 年 12 月であるが，平成 20 年 3 月期及び平成 21 年 3 月期
の配当可能利益は 2億円弱であり，取得価格は配当可能利益を下回ることは明
らかである。また，平成 14 年当時の全株主が本件株式譲渡合意をしており，




































































































ついては，会社の承認の対象とはされておらず（会社法 134 条 4 号），会社は，
相続その他の一般承継により，譲渡制限株式を取得した者に対し，当該株式を
売渡すことを請求することができる旨を定款で定めることができるだけである












































共に，本件株式譲渡合意に基づく譲渡価格を総額で 1410 万円（１株 500 円×
２万 8200 株）と算定している。
配当に関して，Y社は「平成 12 年以降の 13 年間で，額面 500 円の 1株に対










成 9年ころの 1株当たりの純資産額が 2127 円であり，配当可能利益が平成 14
年ころには約 1億 2000 万円で」あった。さらには，「平成 20 年 3 月期が 1億


























Xらは，原審において「本件株式譲渡合意の目的については，平成 19 年 8































日における分配可能額を超えてはならないものとしている（会社法 461 条 1 項
2 号・3号，旧商法 210 条 3 項参照）。
本件事件で裁判所は，譲渡価格について，前述のとおり，額面金額の１株
500 円，総額で 1410 万円と判断している。そして裁判所は，Y社においては「平
成 20 年 3 月期及び平成 21 年 3 月期の配当可能利益は 2億円弱であり，取得価
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ないことになっていた（旧商法 210 条 1 項・2 項・5 項，会社法 156 条 1 項・

















－299 （     ）－
し，本件事件においては，本件株式譲渡合意の時点（平成 14 年 6 月）と当該
合意に基づく株式取得の時点（平成 20 年 12 月）とでは，6年以上も経過して
いる。本来，自己株式を取得することができる期間は，株主総会の決議から 1
年を超えることができないのであるから（旧商法 210 条 2 項 1 号，会社法 156





























































［付記］本稿は，2014 年 11 月 15 日開催の「九州大学産業法研究会第 651 回
例会」で行った判例研究の報告原稿に加筆修正を加えたものである。
提出年月日：2015 年 12 月 16 日
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－303 （     ）－
（25）江頭・前掲注（7）258頁。
（26）神戸地尼崎支判昭57年2月19日，京都地判平元年2月3日。
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